
〇令和６年度補正予算

No. 事業名 担当府省庁 備考

1 孤独・孤立を抱えた人が支援につながり続ける環境整備 内閣府
2 民間ボランティアである保護司等による刑務所出所者等への支援等 22 の内数 法務省

3 孤独・孤立を抱えた人が支援につながり続ける環境整備 内閣府 再掲
4 偏見・差別等の解消に向けた人権擁護活動の推進 54 の内数 法務省
5 医療観察対象者の社会復帰を促進するための地域処遇等の充実強化 20 の内数 法務省
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410
1-②支援情報が網羅されたポータルサイトの構築、タイムリーな情報発信

1-③声を上げやすい・声をかけやすい環境整備

（単位：百万円）
令和６年度
補正予算額

１．孤独・孤立に至っても支援を求める声を上げやすい社会とする



国

民間委託

委託業者

〇 つながりサポーター養成講座を、地方PF交付金対象
自治体のほかにも広く実施するとともに、子ども向
け・上級者向け講座開発に取り組むことでより広い層
への普及を図ります。

○ 孤独・孤立相談は、統一番号による電話相談実施に
加え、オンライン居場所を兼ねたメタバース相談試行、
IT・AIの活用による相談業務効率化に取り組みます。

〇 月間中にNPO等と連携して実施するイベント開催準備
やHP等による広報を実施するとともに、広報・相談の
両方に使えるメタバース空間の構築に取り組みます。

○ 孤独・孤立の問題が年々深刻化している中、複雑・
多様化する困難を抱える方を支援につなぐ対応が求め
られています。孤独・孤立を抱えた人がだれ一人支援
から取りこぼされない社会を目指し、環境整備に取り
組みます。

〇 そのために、①身の周りの孤独・孤立を抱えている
人に関心を持ち、できる範囲でサポートする「つなが
りサポーター」の養成、②全国統一相談窓口から地域
の支援につながる仕組みの構築に取り組みます。

〇 また、③毎年５月の孤独・孤立対策強化月間での集
中的な広報に加え、月間以外でも孤独・孤立対策キャ
ンペーン等効果的な広報に取り組むことで、社会全体
の孤独・孤立対策にかかる国民の意識を高め、予防効
果を高めます。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○ 孤独・孤立対策推進法（令和６年４月１日施行）を
受け、国民の理解増進（第９条）、相談支援（第10
条）、人材の確保（第12条）を国として進め、もって
孤独・孤立の予防や孤独・孤立状態にある者が支援に
つながり続ける社会の実現に資するものです。

期待される効果

つながりサポーター

孤独・孤立相談

地方PF・協議会

孤独・孤立
を抱えた人

支援リソース
（自治体の関
係部署、NPO、
社協、医療・
保健機関等）

※広報・啓発で社会
全体の意識向上

孤独・孤立を抱えた人が支援につながり続ける環境整備（内閣府孤独・孤立対策推進室）

６年度補正予算額 ４．１億円



保護司とは

● 地域の人々や事情等をよく理解しているという特性を活かし、保護観察官と協働して保護観察、
生活環境の調整、犯罪予防活動等を実施
● 法務大臣から委嘱される非常勤の国家公務員だが、給与は支給されず、ボランティアとして活動

１ 使命
・ 社会奉仕の精神をもって、犯
罪をした者及び非行のある少
年の改善更生を助けるととも
に、犯罪の予防のための世論
の啓発に努め、もって地域社会
の浄化を図り、個人及び公共
の福祉に寄与する。

２ 定数・現員
・ 定数は52,500人で、全国
約880の区域（保護区）に配属
され活動している現員数は約
47,000人
・ 近年、充足率は約89％

３ 任期
・ 任期は２年であるが、再任は妨
げられない。
・ 法令上の定年はないが、原則、
再任時の年齢を76歳未満として
運用。
・ 希望すれば、特例的に、78歳の
前日まで保護司活動に従事可能。

・ 平均年齢は約65歳であり、
全体の約８割を６０歳以上
が占めている。

４ 年齢

■ 犯罪予防活動
・ 非行や犯罪の発生原因となる社会環境の改善や世論の啓発を進め、犯罪抑止力の諸条件を強化することにより、非行や犯罪の発生を未然に防ぐ
ことを目的とする活動
・ 地域における様々な機関・団体と連携して行われており、保護司は、いわば地域社会のコーディネーターとしての役割も担っている
・ 刑期を終えて出所した人や保護観察期間を経過した人からの相談に対応している保護司会もある
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■ 保護観察
月に２～３回程度、保護観察対象者を自
宅に招くなどして面接を行い、保護観察期間
中の約束事や生活の指針を守るよう指導する
ほか、就労の援助、本人の悩みに対する相談
等を行い、毎月保護観察所に報告書を提出
する。

■ 生活環境の調整
矯正施設に収容されている人が釈放され
たときに、更生に適した環境で生活できるよう、
収容中から帰住先の調査や引受人との話し
合い、就職先等の調整を行うなどし、必要な
受入れ態勢を整える。

■ 保護観察等の実施

保護司とは

保護司の職務

【R7予算（案）額 4,849,581千円の内数】
【R6補正予算額 22,081千円の内数】

※このほか、更生保護女性会及びＢＢＳ会に係る経費についても、要求している



令和７年度予算政府案 ３，５３６，１９３千円の内数

令和６年度補正予算額 ５４，０５６千円の内数



心神喪失者等医療観察制度と保護観察所
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退院許可等
申立て

退院許可
決定

保 護 観 察 所

精神保健観察
（816件）※

処遇終了等
申立て

都道府県・市町村
（精神保健福祉センター

・保健所等）

障害福祉サービス
事業者等

処遇終了
決定

入院
決定

通院
決定

審判（入院又は通院の決定手続） 指定入院医療機関による医療 地域社会における処遇

通院期間の
満了

対象行為

保
護
観
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所

※（ ）内は令和５年における取扱い件数。生活環境調査の件数については、医療観察法第３３条１項の申立てによるものに限る。
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【R7予算（案）額 302,522千円の内数】
【R6補正予算額 20,435千円の内数】




